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1 はじめに
鉄道騒音に関しては､ 名古屋新幹線訴訟控訴審判決 (名古屋高裁昭和 60 年 4 月 12 日下
民集 34 巻 1 ～ 4 号 461 頁) が公共性など重要な問題を含む判決であるが､ より生活に密
着した在来鉄道騒音に関する訴訟として､   西日本快速電車運行禁止仮処分事件 (大阪
地決昭和63年 4月 22日判時 1293号 145頁)､ 損害賠償請求を一部認容した京成本線騒音・
振動被害事件控訴審判決 (東京高判平成 14 年 6 月 4 日判時 1794 号 48 頁)､ 小田急騒音差
止・損害賠償請求訴訟第一審判決 (東京地判平成 22 年 8 月 31 日判タ 1333 号 49 頁) があ




認定されれば､ 差止が認容されると一般に解釈されている｡ しかし､ 実際の公害環境に関
する差止訴訟をみると､ 差止違法が認定されることは困難であり､ 請求が棄却されること
が少なくない1)｡ 受忍限度に基づく ｢違法性｣ は､ その考慮要素選択・ウェイトのおき方
によって､ 違法認定・適法認定いかようにも振れる可能性を有している非常に危うい判断
基準であるともいえる｡ なぜなら､ 鉄道騒音について本判決を例にとれば､ ｢差止とは何
か｣＝｢差止の具体的内容｣ が不明確であり､ また公共性を理由に差止請求を退ける裁判例
は少なくないからである｡ そこで､ 小田急騒音差止・損害賠償請求訴訟第一審判決を紹介




1 ) ｢差止冬の時代｣ と呼ばれてきたことについて､ 吉村良一 『環境法の現代的課題』 (有斐閣､
2011 年) 193 頁｡ この点で､ 道路の全面供用禁止が求められるわけではないとして尼崎公害訴
訟判決 (神戸地判平成 12 年 1 月 31 日判時 1726 号 20 頁) と名古屋南部公害訴訟判決 (名古屋
地判平成 12 年 11 月 27 日判時 1746 号 3 頁) が差止を認容した意義は大きい｡
                                        
るべき具体的措置) を明らかにして審理しているか､ 第二点として､ 公共性がどのように
扱われたか､ について検討してみたい｡
2 小田急騒音差止・損害賠償請求訴訟第一審判決の事案の概要
( 1 ) 小田急騒音差止・損害賠償請求訴訟第一審判決





本訴訟に先立ち､ 原告らの一部を含む者らは､ 平成 4年 5月 7日に､ 鉄道騒音や振動な
どにより睡眠妨害及び会話妨害などの被害を受けたとして､ 公害等調整委員会に責任裁定
の申請をしている (最終的には申請人・参加人 305 人)｡
責任裁定を行う裁定委員会は､ 平成 10 年 4 月 21 日､ 騒音の目標値を    24 で 65  ( ) とし､ 被告が騒音・振動対策を執るほか､ 住居等の対策費として 77 名に総額
3050 万円､ 地域の環境保全協力費 2000 万円を支払うことを内容とする調停を､ 78 名と被
告との間で成立させた｡ 本件責任裁定においては､ この調停を受諾しなかった 227 人のう
ち申請を取下げた 3名を除く 224 名について､ 責任裁定をした2)｡ 同責任裁定では､ 屋外
騒音レベルで    24 で 70  ( ) 以上の者及びこれには該当しないが睡眠への影響を
考慮して     の値で 85  ( ) 以上の者 (ただし､ 非居住者を除く) が受忍限度を超    
騒音違法レベル比較表
年月日 昼 ( 7 時から 22 時) 夜 (22 時から 7時) 7.12.20 在来線騒音指針検討会 騒音指針 60  ( ) 55  ( ) 10.4.21 調停 65  ( ) 10.7.24 責任裁定 70  ( ) (     で 85  ( )) 22.8.31 本判決 65  ( ) 60  ( )
(表中の騒音レベルは等価騒音レベル (    ) である)
2 ) 公調委裁平成 10 年 7 月 24 日判時 1647 号 77 頁｡
                                        
える被害を受けた者と認められた｡ 慰謝料額は月額 3000 円として居住等の期間に応じて
算出した額が基本額とされた｡ そして､ 責任裁定の内容に不服のある申請人らが本訴訟を
提起した｡




するように求める差止請求をし､ ②同原告らも含むすべての原告らは､ 被告に対し､ 不法
行為に基づき昭和 63 年 8 月 5 日 (本件の第 1事件の訴え提起の日の 10 年前の日) から平
成 22 年 3 月 9 日 (口頭弁論の終結の日) まで 1 か月 3 万円の割合による金員の支払 (合
計 7億 8486 万円) を求めた｡
本判決においては､ 抽象的差止請求の適法性は認められたが公共性を理由に差止請求は
棄却された｡ 損害賠償請求については､ 受忍限度を超える被害が認定され､ 42 名の原告
らの損害賠償請求が一部認容された (認容額の合計は 1152 万 8400 円)｡
なお､ 在来線騒音に関する行政上の基準などに関しては､ 次のとおりとなっていた｡
( ) 在来鉄道騒音指針検討会の設置：環境庁は､ 在来鉄道の新設または大規模改良に伴
い生じる騒音問題を未然に防止するため､ 平成 4 年 9 月 17 日に､ 在来鉄道騒音指針検討
会 (以下 ｢検討会｣ という｡) を発足させた｡ 検討会は､ 騒音指針には等価騒音レベル
(    ) による評価を基本とすることが適当であると報告したうえで､ 騒音対策として水
準の高い技術を採用している在来鉄道路線 (いずれもロングレールを使用し､ 高欄又は防
音壁が存在するもの) における騒音の平均水準を調査し､ ピーク騒音レベル (     )
で 75  ( ) 程度以下を技術的目標とした｡ さらに新線3)及び大規模改良線4)の運行本数
と列車速度の調査結果を踏まえると､ 新線では    ( 7 時から 22 時まで) は 60  ( )
程度以下､     (22 時から 7 時まで) は 55  ( ) 程度以下にすることが可能と考えら
れること､ また､ 喜多見駅と和泉多摩川駅との間の区間を含む大規模改良線については､




ない｡ 環境庁大気保全局長によって､ 平成 7年 12 月 20 日付で､ 在来鉄道の新設または大
規模改良に際して､ 生活環境を保全し､ 騒音問題が生じることを未然に防止する上で目標
となる当面の指針として､ 在来鉄道騒音指針が定められた｡ この指針によると､ 新線につ
いては､     として､ 昼間 ( 7 時から 22 時まで) では 60  ( ) 以下､ 夜間 (22 時か
ら翌日 7 時まで) では 55  ( ) 以下とする｡ 大規模改良線については､ 騒音レベルの
状況を改良前より改善することとする｡ ただし､ 本件区間は在来鉄道騒音指針が示された
時点で既に新線又は大規模改良線として工事認可されているため､ 本指針の対象外である｡
( 2 ) 小田急高架化事業認可取消訴訟
なお､ 本訴訟の途中､ 次のような都市計画事業の認可の取消しを請求する行政訴訟 (最
判平成 18 年 11 月 2 日民集 60 巻 9 号 3249 頁5)) も提起されている｡
建設大臣は､ 平成 6 年に､ 都市計画法 (平成 11 年法律第 160 号による改正前のもの｡
以下同じ) 59 条 2 項に基づき､ 小田急小田原線の一部である東京都世田谷区内の喜多見
駅付近から梅ヶ丘駅付近までの区間を高架式 (一部掘割式) により連続立体交差化するこ
とを内容とする都市計画事業の認可と､ 上記区間に沿って付属街路 (側道) を設置するこ












と主張していた (本判決における第 4 当事者の主張 2 被告の主張､ ｢差止請求における
公共性の意味｣ (判タ 1333 号 69 頁) を参照)｡
では､ 最近の民法学説では差止とはどのようなものと考えられているだろうか｡ この点､
従来､ 原状回復と差止の区別について詳しく論じられてきた ｡ しかし､ 具体的な差止請





う｡｣7)､ とこのように､ 差止は         で捉えられていた面がある｡ しかし､ 加藤




この点､ 民事訴訟法学説が､ 抽象的差止請求の問題として､ 執行段階まで含めて差止請
求権の内容を具体化しようと努める一連の流れがある9)｡ 例えば､ 多くの学説は松浦馨教
    
6 ) 差止と原状回復の区別についての文献として､ 浜田稔 ｢不法行為の効果に関する一考察
不法行為の効果としての原状回復について｣ 私法 15 号 91 頁 (1956 年)｡ 最近の差止に関する
文献では､ 根本尚徳 『差止請求権の理論』 (有斐閣､ 2011 年) があるが､ ｢物権的請求権と差止
請求権とは､ どちらもある法益に対する現在の侵害を排除しあるいは将来の侵害を予防するこ
とを目的としており､ その本質において同様の請求権である｣ と物権的請求権と差止請求権を
同質なものとし (12 頁)､ ｢差止｣ と ｢原状回復｣ との異同については､ 機能・目的の相違から
異質なものとする (52 60 頁､ 345 6 頁)｡ 最近の藤岡康宏 『民法講義Ⅴ 不法行為法』 (信山
社､ 2013 年､) においては､ 差止についての独立した部として ｢第 6 部 損害賠償と差止め｣
が設けられているが､ ｢差止めとは､ このように権利侵害 (法益侵害) のおそれまたは権利侵
害が現に継続しているとき､ 違法な行為を差し止め､ 被害者の権利保護をはかる制度である｣
(499 頁) という定義立てをするにとどまり､ 具体的な中身にまでは踏み込んでいない｡
7 ) 我妻栄 『事務管理・不当利得・不法行為』 (日本評論社､ 1937 年､ 本稿では 1988 年の復刻
版を参照した) 198 頁｡
8 ) 加藤一郎 ｢『環境権』 の概念をめぐって｣ (『民法における理論と利益衡量』 (有斐閣､ 1974
年､ 本稿では 1997 年の復刻版を参照した)) 125 頁注 (一五)｡
9 ) 民事執行・保全判例百選 [第 2 版] 68 事件 (田頭章一) の解説や､ 川嶋四郎 ｢差止請求訴
訟の今日的課題｣ 『民事訴訟法の争点 (第 3 版)』 (有斐閣､ 1998 年) 28 頁以下が､ この流れを
簡潔にまとめられている｡ また､ 各学説とドイツ法の詳細な検討について､ 金炳学 ｢生活妨害
における抽象的差止請求に関する訴訟物の特定と執行方法について ( 1 ) ～ ( 3・完)｣ 早大法




を求める権利である｣ としたうえで､ 提訴時に抽象的不作為請求を認め､ 執行手続きの段
階で具体的作為・不作為義務 (具体的防止措置) が特定されるとする立場を採る10)｡ こ
れに対し､ 上村明広教授は､ ｢差止請求の本質は不作為請求である｣ としつつ､ そのうえ
で､ 基本となる不作為と併せ､ それを実現する手段としての作為を包括した給付を目的と
する統一的不作為請求権を提唱する立場もある｡ この統一的不作為請求を主張する段階
(提訴時) では､ 侵害防止手段たる作為の範囲は､ 保護範囲に包含される具体的事項に対
する侵害を防止する適切な措置をとることというように､ 包括的に限界づけるだけで足り






( 1 ) 本判決における抽象的差止請求の請求の趣旨について
本件における原告の請求は､ 次のごとく､ 一見､ 作為の具体的内容を特定した形で請求
・・・・・・・・・・・・・・
するものであった｡







最も近い点) において､ 六時から二二時までの間は六〇  ( ) を､ 二二時から終電まで
と翌朝始発から六時までの間は五〇  ( ) (いずれも時間内等価騒音レベル (    ))    10) 松浦馨 ｢差止請求権の強制執行｣ 『新版 民事訴訟法演習 2 [判決手続( 2 )・民事執行]』(有斐閣､ 1983 年) 274 頁｡11) 上村明広 ｢差止請求訴訟の機能｣ 『講座 民事訴訟② 訴訟の提起』 (弘文堂､ 1984 年) 275､290 頁以下｡
                                        
を､ 両時間帯とも騒音レベルの最大値 (     ) では六五  ( ) を､ それぞれ上回る
騒音を発生させてはならない｣｡
ここで､ 原告らの提示する低減目標値は具体的に何の基準を参考としたものか､ 確認し
ておこう｡ これは､ 西武池袋線に関する環境影響評価の数値に依拠した数値である｡ 西武
池袋線の練馬高野台駅と大泉学園駅との間の連続立体交差化事業について､ 高架化完了後
の鉄道騒音予測値が地上 1.2ｍ 地点で昼間は    51 から 61  ( )､ 夜間は    46 か
ら 56  ( ) であることから､ 高架式であっても現在の技術水準の下では請求の趣旨の・・・・・・・・
程度まで低減可能であると主張しているのである｡
( 2 ) 特定と変更可能性
では､ 本件のような抽象的差止請求方式で請求した場合､ 訴訟物が特定され､ 他の方法
での差止が認められなくなるのであろうか｡







として却下されるべきである､ と主張していた｡ これに対し､ 本判決は､ 原告らの請求の
内容等を考慮すると､ どの地点での騒音差止を求めているか特定できるから､ 現在の請求
の趣旨であっても､ 請求の特定を欠くということはできない､ と判断した｡
そのうえで､ さらに､ 原告の主張のように､ 原告が挙げた騒音低減方法 (高架複々線事
業及びその計画を地下式二線二層シールド方式に改める) は例示であり､ 原告の請求を不
・・ ・




請求は､ 被告に対し､ このような作為を求める内容の請求であると見るべきではなく､ 請
求の趣旨に掲げられた騒音レベル以上の騒音を及ぼさないとの不作為を求める請求ととら
えるべきである｡｣ とする｡ ここで､ 判例では､ 横田第 1～ 2 次訴訟上告審判決 (最判平
成 5 年 2 月 25 日判時 1456 号 53 頁) は ｢抽象的不作為の命令を求める訴えも､ 請求の特    
                                        
定性に欠けるものということはできない｣ と明言する｡ 国道 43 号線訴訟上告審判決 (最
判平成 7年 7月 7日民集 49 巻 7 号 2599 頁) については､ 抽象的不作為請求不適法論を採
用することなく実体審査に入っていることから､ 黙示的にこの請求の適法性を認めたもの




抽象的不作為請求とは､ 侵害行為を発生させないためには､ ①いかなる方法 (例えば､ 操
業停止) をもとるべき作為義務を求めるものか､ それとも②単数もしくは複数のある特定
範囲の行為をすべき作為義務を求めるものか､ 必ずしも明らかではない13)｡
仮に①であると考えるのなら､ 実質的には被告にとって最も過酷な措置 (例えば､ 操業













このように､ ①と②のいずれにしろ､ 受忍限度論を採る限り､ 被告が採るべき具体的作
為は､ 審理の過程で明らかにされなければならず､ 侵害の結果防止が可能でかつ受忍限度





例えば､ 上村教授も､ ｢侵害発生源がその支配領域内にあり､ 侵害防止措置についても最







( 1 ) 違法性判断基準について
まず､ 公害の差止・損害賠償における違法性判断基準について､ 判例の立場を確認して
おこう｡ 判例は受忍限度論を採用したうえで､ 従来､ 両者の違法性の関係について､ 差止
めの場合には損害賠償よりも高い違法性が要求されるとする違法性段階説を採用してきた
と解されている｡ ところが､ 国道 43 号線訴訟上告審判決を契機に､ ファクター (の重み
づけ) 相違説を採用しているとする見方がある16)｡ これについて､ 本判決は､ 次のよう







14) 上掲・富田 498 9 頁｡ 猪俣孝史 ｢差止請求・執行論の素描｣ 中川他編 『日本民法学の形成
と課題 下』 (有斐閣､ 1996) 974､ 981､ 984 頁｡ 大塚直 ｢生活妨害の差止に関する裁判例の分
析 ( 4 ・完)｣ 判タ 650 号 38 頁｡
15) 上掲・上村 ｢差止請求訴訟の機能｣ 299 頁｡
16) 国道 43 号線訴訟上告審判決 (最判平成 7 年 7 月 7 日民集 49 巻 7 号 1870 頁)｡ 大塚直 ｢国
道四三号線訴訟上告審判決｣ 判タ 918 号 62 頁以下｡ 大塚直 『環境法 第 3版』 (有斐閣､ 2010)





があり得るというべきである (最高裁判所平成 7年 7月 7日判決・民集 49 巻 7 号 2599 頁
参照)｡
したがって､ 上記第 2のとおり､ 原告らの差止請求はいずれも棄却すべきであるが､ こ
のことから直ちに､ 原告らの不法行為に基づく損害賠償請求をもすべて棄却すべきことに
なるとはいえない｡｣
本件では､ 損害賠償に関する違法性の判断としては､ ① ｢侵害行為の態様､ 侵害の程度､
被侵害利益の性質及び内容｣､ ② ｢侵害行為の持つ公共性ないし公益上の必要性の内容と
程度｣､ ④行政上の基準､ 騒音低減の技術的対応可能性等の 3点を比較衡量している｡
差止については､ ① ｢侵害行為の態様､ 侵害の程度､ 被侵害利益の性質及び内容｣､ ②
｢侵害行為の持つ公共性ないし公益上の必要性の内容と程度｣ ②´ ｢侵害行為の開始とその
後の経過及び状況｣､ ③被害の防止に関する措置の有無及びその内容､ 効果､ の 3 点を比
較衡量している｡ 以下で､ 比較表にしてみよう｡ (後述の ( 2 ) で採り上げる部分に下線











































































































































る (最高裁判所昭和 30 年 12 月 26 日判決・



































































(７時から 22 時まで) で 60  (Ａ)､     































時まで) で 65  (Ａ)､     (22 時から７








( 2 ) 各考慮要素の検討
① ｢侵害行為の態様､ 侵害の程度､ 被侵害利益の性質及び内容｣
第一に､ ｢侵害行為の態様､ 侵害の程度｣ についてである｡ ｢騒音のレベルはかなりのも
のであること｣ とする損害賠償と比較すると､ 差止要素に関しては､ ｢別紙騒音レベル一
覧表記載のとおりの騒音を｣ や ｢    24 で七〇  ( ) に及んでいる地点｣ と具体的数
値に照らして ｢軽微なものとはいい難い｣ 被害の程度を認定している｡ これは､ 差止請求
方法が具体的数値以下にすることを請求する方式を採用していることとの関係であると思
われる｡
第二に､ ｢被侵害利益｣ についてである｡ まず､ 名古屋新幹線事件の控訴審判決 (名古
屋高裁昭和 60 年 4 月 12 日下民集 34 巻 1 ～ 4 号 461 頁) が､ 差止請求の法的根拠を人格
権侵害としたうえで､ ｢騒音振動による身体の侵襲｣ と限定して､ 身体に関する法益 (｢身
体権といってもよい｣ という) の範囲でのみ人格権侵害による差止を認めなかったことに







しかし､ ｢これまでの公害差止請求訴訟の中で､ 差止を認めた尼崎公害訴訟判決 (神戸
















どうかにあった｣17)との指摘がある｡ これに鑑みると､ 本判決では､ 上記 ｢侵害行為の態
様・侵害の程度｣ で指摘したように､ 具体的数値に照らして被害は ｢軽微なものとはいい











いる｡ 多くの公害環境判決は､ 賠償違法の判断において公共性を考慮するが､ それほどは
重視せず､ 侵害行為の態様と侵害の程度､ 被侵害利益の性質と内容､ 被害の防止に関する
措置の内容等とともに総合的に考察する立場を採っていると考えられている｡ また､ 学説
においても､ 公共性を考慮するが､ 重視はしないという判例の立場を支持する有力説と賠
償違法においても公共性は考慮すべきでないとする説 (公共性考慮否定説) があるが､ 今
日､ 生命・身体・健康などの絶対権侵害の場合には公共性を考慮しないことが通説的地位
を占め､ この説に立ったうえで精神的不快などの場合には考慮する立場があると解され
る18)｡ そこで本判決も､ ｢沿線住民の生活にとって不可欠な｣ 鉄道事業と ｢被侵害利益の
性質と内容｣ として挙げた住民らの会話・テレビ視聴・読書・睡眠等の ｢日常生活におけ
る不可欠な活動｣ との ｢相互衝突｣ と考え､ 差止違法と比較して公共性へのウェイトを変
え､ 両者の調整を図っているのである｡
第二に､ 地下化の適否について､ 本判決においては実質的判断を行っていない｡ 本判決
は､ 第一点として､ 公定力に関する最判昭和 30 年 12 月 26 日民集 9 巻 14 号 2070 頁19)を    17) 上掲・吉村 241 頁｡18) 澤井裕 ｢公害裁判における公共性｣ 平成法学第 4・5 号 (2000 年) 1 頁以下｡ 上掲・大塚『環境法 第 3版』 667 頁｡19) 行政判例百選Ⅰ [第 5版] 66 事件 (宮崎良夫)｡ 行政判例百選 [第 6版] 71 事件 (人見剛)｡
                                         
引用し､ 本件立体交差化事業は公法上違法であるとは言えないとする｡ 第二点として､ 小




することができないとしている｡ 確かに､ この上告審判決は､ 公害等調整委員会の裁定結
果や環境影響評価書の内容を十分配慮したものであり､ 裁量権濫用型審査において実質的
考慮要素審査を行ったものと解されている20)｡
まず第一点として ｢公定力｣ について､ 確かに､ 今日､ 行政処分の法効果の覆滅を求め
るためには原則として行政訴訟の手段によらなければならないとする取消争訟手続きの排











を行っているが､ しかし､ 後述④の損害賠償における ｢騒音低減の技術的対応可能性｣ に
おいて､ 鉄道騒音を    ( 7 時から 22 時まで) で 65  ( )､     (22 時から 7 時ま
で) で 60  ( ) 以下にすることは技術的に可能であったと推認しているので､ このレベ
ルに達するまで被告に騒音防止措置を採らせることを命じるべきではないか､ 筆者には差
    
20) 角松生史・平成 19 年度重判解 (ジュリ 1354 号) 38 頁､ 森英明・時の判例・ジュリ 1337 号
103 頁､ 村上裕章 ｢小田急高架化事業認可取消訴訟｣ 環境判例百選 [第 2版] 43 事件｡
21) 志賀原発 2 号機建設差止事件判決 (金沢地判平成 18 年 3 月 24 日判時 1930 号 25 頁)｡ 原発
施設について､ 塩野宏 『行政法 Ⅰ 行政法総論 [第 5 版補訂版]』 (有斐閣､ 2013 年) 149 頁､
同 『行政法 Ⅱ 行政救済法 [第 5 版補訂版]』 (有斐閣､ 2013 年) 223 頁注 ( 3 )｡ 廃棄物処理
施設について､ 丸森町廃棄物処分場事件 (仙台地判平成 4年 2 月 28 日判時 1429 号 109 頁) を
はじめとして多数挙げられる｡
22) 上掲・塩野 『行政法Ⅰ 行政法総論 [第 5版補訂版]』 144 頁以下｡






本判決では､ 被告が採った ｢騒音低減対策｣ として､ 次の 5対策､ ( 1 )転動音の低減対
策､ ( 2 )レール継ぎ目音の低減対策 (ロングレール敷設率 100％)､ ( 3 )車両搭載機器音
の低減対策､ ( 4 )騒音の伝播防止対策 (吸音パネル・防音壁の設置)､ ( 5 )高架構造物か
ら発生する音の低減対策､ を挙げ､ これら対策を講じていることから､ ｢騒音によって沿
線住民に被害を及ぼしている事態を被告が放置しているということはできない｣ と評価し




損害賠償については､ 判決は､ ｢騒音対策としての水準の高い技術とは､ ロングレール






考えると､ 技術水準から考える限り､ 本件区間においても､ 鉄道騒音を    で ( 7 時か
ら 22 時まで) で 65  ( )､     (22 時から 7 時まで) で 60  ( ) 以下にすることは
可能であったと推認するのが相当｣ とし､ この水準を達成していない場合には､ 違法との
評価を免れないと断じている｡
さらに､ 同じ騒音低減対策を施すにしても､ 既設線は､ 大規模改良線より多くの費用が
かかるが､ そのような鉄道事業者の経済的な都合は､ 被告の行為の違法性を否定する根拠    24) 上掲・富田 499 頁｡
                                         
とはならないとしている点も､ 大切な指摘であると考える｡
6 おわりに (他､ 危険への接近について)
最後に､ 5 までの検討をもとに､ ｢1 はじめに｣ で問題提起した 2点についてまとめを
述べておきたい｡ 第一点として､ 受忍限度との関係で､ 被告が採りうる又は採るべき具体
的措置を明らかにし､ その措置について相当程度まで審理・検討されたうえで差止の許否
が判断されているとまでは言えないのではなかと考える｡ また､ 第二点として､ 受忍限度
判断において､ ある具体的措置を採った場合に鉄道事業の公共性がどれだけ阻害されるか､
という判断は全くなされていない25)｡ 加えて公定力概念を持ち出して､ 地下化の適否の





大阪国際空港訴訟最高裁判決 (最判昭和 56 年 12 月 16 日民集 35 巻 10 号 1369 頁) に照ら
し､ 危険への接近者として損害賠償を求めることは許されないとしたが､ 本判決は､ 危険




とはできない､ ということを挙げている｡ これは､ ｢認容した｣ という要件に絞りをかけ
・・・・ ・・・・・・・・・・・






    25) 上掲・澤井 ｢公害裁判における公共性｣ 22 頁注 23 には､ 最高裁判所民事判例研究・法協115 巻 7 号 1017 頁 (前田智彦) の判例評釈に対して､ 公共性を ｢どの程度損なうか｣ の立証とは何か､ その立証は不可能である旨の指摘がある｡
                                         
